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 資料２  
平成 27 年 (2015 年 )11 月 

こども部こども育成室保育幼稚園課 

 

公立保育所民営化に伴うＱ＆Ａ 

 

これまでの説明会等でいただいた御質問と、それに対する市の考え方等をまとめました。 

№ 御 質 問 考 え 方 等 

1 
「公立保育所の民営化」とは、

どういうことですか。 

設置運営主体が市か民間事業者かによって、公立保育所、私

立保育所に分けられます。 

公立保育所の民営化とは、公立保育所の設置運営主体を市か

ら民間事業者へ移管することで、移管後は、私立保育所になり

ます。 
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なぜ、公立保育所を民営化する

必要があるのですか。 

＊市の施設の中で保育所を民営

化する理由 

＊市は財政難ではないのに、民営

化する理由 

市は、公立保育所の民営化による市の財政的な負担の軽減

と、公立保育所が先導的に果たしてきた役割を総合的に判断

し、公立保育所５園の民営化を決定しました。 

(1) 民営化で財政的負担が軽減する理由 

公立保育所の運営費は平成 16 年の国の三位一体改革に

よりそのほとんどが廃止され、※市の負担は増大していま

す。一方、私立保育所の運営費や建設費には、国府から負

担金等が交付されるため、１園当たりの市の負担は公立保

育所に比べ低く抑えられています。 

現在、運営費に充てる市の負担は、公立保育所と私立保

育所で約３倍の差が生じており、今後の施設の維持補修も

含めると、さらに差は広がります。 

なお、民営化による市の負担の軽減額は、1 園当たり、

年間約 8,000 万円と試算しています。 

(2) 財政的負担の軽減が必要な理由 

現在、市民ニーズ調査を踏まえた子ども・子育て支援事

業計画(平成 27 年３月策定)の推進に取組んでいます。 

同計画は、待機児童を解消するために民間の認可保育所

や小規模保育事業を増設するほか、学童保育（留守家庭児

童育成室）の 6 年生までの年限延長等、さらなる子育て施

策の充実を年次的に進めようとするもので、その実現に多

額の費用(予算)が必要になっています。 

※市の負担 

 この資料では、一般財源を市の負担と表示しています。 

 一般財源は市税や地方交付税、地方譲与税など使途が特定されていない歳入のことです。 
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[１園あたりの運営費に充てる市の負担の比較]（平成 25 年度決算） 

            市 の 負 担 

公立保育所      約１億 4,500 万円 

     約 6,500 万円 

民営化後  約 5,000 万円     約 8,000 万円削減 

(私立保育所) 

約 1,500 万円(看護師や保育士等加配助成) 

3 

民営化で生まれた削減効果額

(予算)を具体的には何に使うので

すか。 

例えば、待機児童を解消するための認可保育所の増設や、ニ

ーズの高い学童保育の年限延長の実施には、新たに毎年約 4

億 2,000 万円が必要になります。 

① 今後新設する５か所の私立保育所の運営費用 

年間約 2 億 6,000 万円 

（120 名定員規模５園の場合） 

 

② 学童保育(留守家庭児童育成室)６年生までの年限延長に

係る費用 

年間約１億 6,000 万円 

こうした喫緊の課題をはじめ、様々な子育て支援施策をさら

に充実するため、多額の財源を確保する必要があります。 

なお、実際にどれくらいの削減効果があったかにつきまして

は、民営化実施後、改めてお示しする予定です。 

4 
民間の保育所は建替えでも国か

ら補助されますか。 

国からの補助対象となる場合、建替えには対象額の 4 分の

３が補助されます。補助される金額には上限があります。 

例えば保育所の建替え費用と補助対象額がいずれも 2 億円

の場合は以下のとおりです。 

補助対象額（2 億円） 

     国等の負担額    市負担額  法人負担額 

      1 億円      5,000 万円  5,000 万円 
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5 
市全体の財政規模を教えてくだ

さい。 

平成 27 年度の市全体の一般会計予算は約 1,220 億円で

す。そのうち、保育所の運営をはじめとする就学前の子どもた

ちへの施策のための児童福祉費は約 219 億円で全体の

17.9％を占めています。

 

6 

公立保育所を「私立」にするの

は、公的責任の放棄ではないです

か。 

市には、保育を必要とする児童へ保育を実施する責任があり

ます。通園していた子どもたちについては、民営化後も引き続

き、同じ場所で保育を受け続けられるよう対応します。 

なお、実施計画は、民営化による環境の変化等で子どもたち

が感じる負担を可能な限り抑えることを一番の目標に策定し

ています。 

民営化の実施にあたりましては、「吹田市公立保育所民営化

実施計画」(以下「実施計画」)に基づき、保護者の皆様の御意

見を聴きながら進めていきます。 

さらに、民営化後につきましても、当該保育所での保育が市

と民間事業者が締結した協定書に基づき適正に行われている

ことを確認していきます。 
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7 
民営化対象保育所と実施時期

は、いつどこで決定したのですか。 

市では、公立保育所民営化に取組むにあたり、 

①民営化実施の基本的な考え方、 

②民営化する保育所選定の基本的な考え方 

について、平成 25 年 9 月に「実施計画」を策定しました。 

「実施計画」の策定にあたり、学識経験者等の委員で構成す

る「吹田市公立保育所民営化外部アドバイザー会議」で出され

た意見を踏まえ、「吹田市公立保育所民営化庁内検討会議」等

を開催し、慎重に検討を重ねました。 

その結果、民営化保育所として、南保育園、吹田保育園、藤

白台保育園、岸部保育園、西山田保育園の 5 園を選定し、平

成 28 年度を初年度とする３年間で実施することとしました。 

なお、民営化時期については、その後、２回先送りし、平成

27 年８月に、平成 30 年度を初年度とする３年間での実施と

することを決定しました。 

民営化時期 民営化保育所名 

平成３０年４月１日 南保育園 

平成３１年４月１日 吹田保育園、藤白台保育園 

平成３２年４月１日 岸部保育園、西山田保育園 
 

8 
民営化対象保育所の選定基準を

教えてください。 

民営化園の選定は、公立保育所が配慮や支援を必要とする子

どもたちを多く受け入れているというセーフティネットとし

ての役割と、子育て支援の地域拠点としての機能等を考慮し、

公立保育所が今後も市域に適正に配置されることを最も重視

しました。 

(1)公立保育所が適正に配置されること 

市域を 6 ブロックに分け、公立保育所ができる限り均等

な箇所数になるよう配置します。 

(2)安定的・継続的な園運営が期待できること 

民営化した場合、より安定的・継続的な園運営が期待でき

る①～⑥の条件について総合的に判断します。 

①地域の人口が多い。 

②地域の就学前人口が多い。 

③地域の就学前人口の増加が大きい、または減少が少ない。 

④園の充足率が高い。 

⑤地域の今後の開発見込が高い。 

⑥保育所敷地面積が適正規模であること。 

なお、民営化を実施する順は、対象５園について、より安定

的・継続的な園運営が期待できる順位付けを行い、順位の高い

保育所から民営化することとしたものです。 
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9 
民営化時期が先送りされた経過

を教えてください。 

(1)平成 25 年 9 月～平成 27 年 3 月 

平成 25 年 9 月に策定した「実施計画」では、5 園の民営

化について平成 28 年度を初年度とする 3 年間で実施するこ

ととし、民営化園の保護者の方を対象とする説明会等を開催

し、皆様に市の方針を御理解いただけるよう努めたところで

す。 

しかし、平成 25 年 12 月の市議会では、「実施計画」の慎

重な検討を求める請願が採択されました。 

その後、市は、平成 26 年 3 月の市議会へ移管先選定委員

会を設置するため、附属機関条例の一部改正と民営化関連予算

を提案しましたが、最終的に「より慎重に進める必要がある」

と判断し、条例改正案を一旦取下げました。 

その１年後、市は、民営化実施の初年度を平成 29 年度に変

更し、平成 27 年 3 月の市議会へ移管先選定委員会を設置す

るための附属機関条例の一部改正と、民営化関連予算を提案

し、承認されました。 

(2)平成 27 年 4 月～現在 

平成 27 年 8 月 6 日、市の政策を決める会議で、市長の施

政方針に基づき、時間的余裕を持って事前の説明等を行うた

め、平成 27 年 3 月の市議会で説明した内容から 1 年度ずつ

遅らせることを決定しました。 

10 
民営化のメリット、デメリット

を教えてください。 

(1)民営化のメリット 

① 民間事業者には、国・府からの補助金が見込めるため、

民営化した保育所では、老朽化した施設の更新や大規模修

繕が進めやすくなります。 

② 公立保育所は全園、同一の保育サービスを提供しますが、

民営化した保育所では、事業者の判断で、当該保育所独自

の保育サービスの提供が可能となります。他市では、民営

化後、午後９時まで延長保育時間が拡充されたり、病後児

保育が実施されたりした例があります。 

(2)民営化のデメリット 

① 公立保育所、私立保育所どちらも、国の「保育所保育指

針」に基づき保育を実施しているため、保育面のデメリッ

トはありません。 

ただし、民営化により職員が入替わる際、子どもたちや保

護者の皆様が不安や負担を感じないよう、市がしっかりサポ

ートする必要があります。 
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11 
民営化の進め方を教えてくださ

い。 

子どもたちや保護者の皆様の負担が最小限になるよう、民営

化の実施は次のようなスケジュールで進めていきます。 

① 民営化実施の 1 年半前までに、移管先事業者を決定。 

② 当該園の保護者代表・事業者・市による三者懇談会設置。

三者懇談会は民営化後 5 年間、必要に応じ開催。 

③ 民営化実施 1 年前から、合同保育開始。 

④ 民営化実施後 1 年間、引継ぎ保育実施。 

1 年半前までに   事業者選定後、 

三者懇談会設置・・・①② 

民営化 1 年前   合同保育・・・・・・③ 

                   

民営化後 1 年    引継ぎ保育・・・・・④ 

  

 

 

民営化後 5 年間  三者懇談会開催 

12 
５園の民営化後、さらに民営化

する予定はありますか。 

予定はありません。 

13 
民営化で、保育園の先生が一斉

に入替わるのが心配です。 

民営化前には、移管先の事業者の職員と公立保育所の職員と

の合同保育を行う期間を１年間設ける予定です。 

合同保育の期間をしっかりとることで、事業者の職員と、

子ども達や保護者の皆様との間に信頼関係が築かれるととも

に、子どもたちの状況等をしっかり引継ぐことができると考え

ています。 

さらに、民営化後１年間は、当該園に勤務していた園長等

が保育内容等の引継ぎの確認等を行う引継ぎ保育を行います。 

なお、移管先の事業者に、当該園に勤務している市の臨時

雇用員の継続雇用の検討を依頼します。 

民営化 
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14 
合同保育と引継ぎ保育は、どの

ようなものですか。 

(1) 合同保育 

ア 民営化の１年前から、移管先の園長予定者や保育士代表

を派遣 

イ 3 か月前から各クラス担任を派遣 

ウ 3 か月前から看護師や調理員を派遣 

上記を移管先選定委員会への募集要領案として提示する

予定しており、段階的に移管先の事業者の保育士等が当該園

で保育等を行います。 

合同保育をしっかり実施できるよう、合同期間中の事業者

側に係る費用について、市は支援を検討します。 

(2) 引継ぎ保育 

ア 民営化後、当該園に勤務していた園長等は原則       

１年間 

イ 乳児担当の保育士代表が 4 月から 9 月までの         

6 か月間 

ウ 幼児担当の保育士代表が 4 月から 6 月までの         

3 か月間 

エ 看護師、調理員が 4 月の 1 か月間 

上記のとおり定期的に当該園を訪問し、引継ぎのポイント

となる部分を移管先の事業者との相談等に応じ、引継ぎしま

す。 

なお、合同保育・引継ぎ保育の具体的内容は、移管先の事

業者と協議し決めていきます。 

15 
合同保育や引継ぎ保育の期間が

各 1 年では短くないですか。 

合同保育・引継ぎ保育の期間をそれぞれ 1 年ずつ確保する

ことで、子どもたちに急激な変化なく、計画的で円滑な引継ぎ

ができると考えています。 

16 今の園での取組を事業者の募集

要領に入れることはできますか。 

保育所の運営に関して現行の年間行事を含めた保育内容を

継続することを条件に盛込むことが可能です。 

また、募集要領に載らなかった行事についても三者懇談会の

場を活用し、移管先の事業者と年間行事を含めた取組につい

て、今後の保育に採り入れられるよう話し合うことができま

す。 

17 
これまでどおり、卒園児も夏

祭り等の行事に参加できます

か。 

保育所では、卒園後も子どもたちとつながりを持ち、成長の

過程を見守ってきました。民営化後もこれまでの行事等の実施

方法を移管先の事業者と協議し、実現していきたいと考えてい

ます。 
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18 民営化後の事業主体は誰です

か。 

民営化後の事業主体は、民間事業者です。 

実施計画に基づき、保育所もしくは認定こども園または幼稚

園の運営に実績があり、保育内容の継続・向上が期待でき、保

育内容の安定性を確保できる民間事業者を選定します。 

19 
民営化後、今の園の職員はどう

なりますか。 

当該園の正職員は他の公立保育所に異動します。 

臨時雇用員は契約期間が年度末に満了しますので、「民営化

後も就労を希望する場合は引き続き雇用を検討すること」とい

う条件を募集要領に盛込むことを考えています。 

20 

移管先の事業者の公募要領や、

選定基準はいつ頃示され、移管す

る事業者はいつ決まりますか。 

移管先の事業者の募集は、公募とし、企画提案型(プロポー

ザル)により選定します。 

公募要領や選定基準は、保護者代表を含む選定委員会で決定

します。その時期は、事業者公募の直前、つまり民営化実施の

2 年～2 年半前になります。 

また、選定委員会は、公募要領や選定基準の策定後、事業者

選定の手続を進め、民営化実施の１年半前までに移管先の事業

者を選定し、市が移管先を決定することとしています。 

なお、保育に関しての具体的な取組みについて話し合う時間

を十分確保するため、移管先の事業者は 2 年前を目途に決定す

るスケジュールを考えています。 

21 
応募事業者が現れなかったらど

うしますか。 

市としてはそのような状況にならないように準備を進めて

いきますが、応募事業者がなかった場合を想定し、選定委員会

であらかじめ募集期間の延長等について定めたいと考えてい

ます。 

期間延長し再募集しても応募がなく、公募方法の見直しが必

要になる場合は、再度選定委員会を開催し、対応策を検討しま

す。 

22 

民営化前に事業者が約束したこ

とが後に破られるようなことがあ

ったらどうするのですか。 

保護者を含む皆さんの御協力をいただき、より保育内容の維

持、向上を見込める事業者が選定されると考えていますが、移

管先の事業者の履行状況については市が確認し、違反が改まら

ない場合は解除等の措置を講じます。 

23 

三者懇談会はどのようなもので

すか。設置期間や構成員について

も教えてください。 

原則、民営化の 5 年後まで、当該園の保護者代表・移管先

となる事業者・市による三者懇談会を設置し、民営化に伴うさ

まざまな調整事項について合意形成を図ります。 
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24 
民営化後、保育方針や保育内容

は、変わりますか。 

私立保育所、公立保育所どちらも、国の「保育所保育指針」

に基づき保育を実施しています。 

また、私立も公立も同じ保育事業者として、子どもたちの最

善の利益を考慮し、保育所の機能及び質の向上に努めています

ので、保育方法(手段)が違っても、保育の質は変わらないと考

えています。 

なお、民営化後の保育内容につきましては、移管先の事業者

が、保護者の皆様の意見を踏まえながら、民間事業者の柔軟な

発想と機動力によって、より向上が図られていくものと考えて

います。 

25 
保育水準が下がらないか心配で

す。 

次の 3 点により、民営化後の保育水準は、民営化前と同等

以上が担保されると考えています。 

①公立保育所、私立保育所ともに、同等の施設基準を遵守

し、保育内容についても同様に「保育所保育指針」に基づ

いて保育を実施しています。 

②移管先の事業者の選定は、企画提案型(プロボーザル)

を採用します。この方式では、応募者が提案する保育サ

ービス等を審査し、事業者を選定するため、従来の保育

内容を踏まえ、さらに保育内容の継続・向上が期待でき

る事業者を選定することができます。 

③市は、移管先の事業者に対し、民営化後１年以内に福祉

サービス第三者評価事業の受審を義務付ける予定です。 

さらに他の私立保育所と同様、民営化後の園は、市の指

導監査対象となります。 

26 
民営化後、利用申込は直接園に

行うのですか。 

これまでと同様に利用申込は、市に行っていただきます。利

用調整等は、市が行います。 

27 
定員が増やされて、詰め込み保

育になるのではないですか。 

民営化前と同様、適切な定員を維持します。 

ただし、待機児童の解消等が必要な場合には、これまでと同

様に、児童福祉施設の最低基準を満たしていることを条件に定

員を超えて入所できるようにする、保育所定員の弾力的運用を

行います。 

28 

発達支援保育等の支援や、配慮

を要する子どもへの保育はどうな

りますか。 

民営化後も、発達に特別な支援を要する子どもたちの保育は

継続されるようにします。そのため、職員を加配するための費

用への補助や、市職員が巡回しノウハウの継承を図る等を行

い、市としても実施を支援します。 

さらに今後、民営化園だけでなく、他の私立保育所にもより

多くの支援や配慮を要する子どもたちを受け入れていただけ

るよう、市としてサポート体制の強化を行っていきます。 
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29 

職員配置はどう変わりますか。 

＊ベテラン保育士がいなくなる

のではないですか。 

保育内容の継承には、職員の経験年数も重要な要素の一つと

考えています。経験の浅い職員のみでもベテラン職員のみでも

なく、それぞれの役割が発揮できるよう、バランスよく配置す

ることが大切です。 

移管先の事業者には、配置職員の経験年数に一定の条件を付

すことを考えています。 

民営化の前には職員配置について、市と移管先の事業者の間

で協定を締結する予定です。 

看護師は常勤で専任の配置を求めることとします。 

なお、このような職員配置を担保するために、市として支援

等についても検討していきます。 

また、人材育成の観点から、計画的な研修の実施を求めてい

きます。 

30 
給食やアレルギーへの対応はど

うなりますか。 

民営化後も、給食は現状通り自園調理方式とし、食物アレル

ギー等にも対応します。 

自園調理やアレルギー対応等が可能な事業者を選定する他、

食物アレルギー等のある子どもたちの給食提供体制を丁寧に

引継ぎます。 

31 

民営化後の保育内容への不満

は、どこに言ったらいいですか。 

＊事故の責任は市も負ってくれる

のですか。 

民営化後、事業主体は市から民間事業者へ移ります。 

移管先の事業者において苦情解決の仕組みが整備されるこ

とは当然ですが、市を含めた三者懇談会を民営化後も 5 年間

継続し、保護者の方と事業者の間で問題が生じた事項につい

て、話し合いによる解決を図ります。 

また、市は私立保育所への指導監査を行っており、民営化し

た園にも同様に、市が指導監査を行います。 

万が一事故が発生した場合、市は監督官庁として事故の状況

を把握し、必要な指導等を行うことになります。 

32 

移管先の事業者が、突然、事業

をやめるということはないです

か。 

移管先の事業者の選定は、学識経験者、当該園の保護者代表

等で構成される選定委員会が行います。選定に際しては、事業

主体としての継続性や安定性等を総合的に勘案するとともに、

保育内容を継続・向上できるかを審査するため事業の継続が見

込めない事業者は選定されないと考えています。 

33 保育料はどうなりますか。 

民営化で、保育料が変わることはありません。 

現在、認可保育所における保育料は、公立・私立とも市町村

民税額の区分に基づき、市が保育料を決定し、市に納めていた

だいています。 

なお、延長保育料についても、公立保育所と同内容での徴収

を一定期間行うことを検討しています。 
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34 諸経費はどうなりますか。 

諸経費は、基本的には公立保育所と同様に徴収します。 

保護者の方の要望に応じた保育サービスの対価として必要

な場合を除き、公立保育所で徴収している諸経費以外の負担を

新たにお願いする場合は、三者懇談会において協議をします。 

35 
民営化前にはどの程度の園の修

繕が行われますか。 

平成 27 年度は 1 園目の民営化園で、園庭の遊具の塗装や

トイレの改修を行いました。 

保育環境の充実や安全性を考慮して、各園とも、民間事業者

に建物等の引渡し前に、対象各園での現状に応じ、必要な部分

の修繕を行っていきます。 

36 

民営化は 1 園目を実施後、検証

してから次の計画を進めるべきだ

と考えます。 

民営化は毎年実施しますが、対象園ごとに保護者代表、移管

先となる事業者、市による三者懇談会を設置し、合同保育期間

などに生じた課題等はその都度解決をしながら民営化を進め

ていきますので検証した内容は反映できると考えます。 

また、民営化後 1 年以内に福祉サービス第三者評価事業の

受審を義務付ける予定で、評価内容は利用者に公表を行ってい

きます。 

37 
民営化を理由とする転園は受付

けてもらえますか。 

民営化を理由とする転園希望も通常の転園希望と同様に受

付ける予定です。ただし、他の入園、転園希望に優先した取扱

いをする予定はありません。 

38 
保護者の声をどのように反映し

てくれますか。 

平成 26 年 1 月に、保育所民営化に関する保護者アンケー

トを民営化園 5 園全てで実施しました。 

今後、移管先の事業者の公募要領や選定基準を定める際、こ

のアンケート結果等を踏まえます。 

また、引続き、保護者説明会を適宜開催し、御意見をいただ

きます。 

さらに、移管先の事業者の選定委員会や三者懇談会に保護者

代表に参画いただき、選定や、民営化後の保育内容等について

御意見をいただきます。 

民営化後も、他の公立保育所、私立保育所同様に保護者の方

に対する支援に積極的に取組んでいただきます。 

39 
民営化後、保育所が認定こども

園になることはありますか。 

民営化時は、保育所として移管しますが、移管先の事業者が

その後、認定こども園として運営をしようとする場合は、保護

者の方の御理解を得て進めることになります。 

 


